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泊原発１,２号機の再稼働中止などを求める申し入れ
　
貴職におかれましては、広大な北海道の全域に電力供給を行うために日夜ご尽力され、道民生活の維持向上に大きく貢献されていることに対し敬意を表します。
　さて、政府は昨年12月16日、福島第一原発の原子炉が「冷温停止状態」になったとして「事故そのものは収束に至った」と宣言しました。しかし、放射性物質の放出が続き、多くの福島県民は避難を余儀なくされている中での｢収束宣言｣は拙速と言わざるを得ず、かえって国民の不安や政府への不信を強めるものです。
　また、政府の事故調査・検証委員会が昨年12月26日に公表した「中間報告」では「想定外」として東電や政府が津波対策を怠ってきたことや事故対応を｢極めて不適切｣と厳しく批判しました。しかし、地震の揺れによる機器の損傷の有無などの影響については、現場の放射線のため判断を先送りにしています。さらに、活断層連動型の地震による最大の揺れや津波の高さなどの再評価についても明らかになっていません。
　北電は昨年12月、定期検査中の泊原発1,2号機について、再稼働の前提となる｢安全評価（ストレステスト）｣の1次評価報告書を提出し、現在、原子力安全・保安院による審査が行われています。今後、道や地元4町村の同意も必要となっていますが、少なくともこのような福島原発事故の原因究明がなされない中、また、耐震性などの徹底した安全策の見直しがない中での再稼働は断じて容認できません。
　また、泊原発3号機の「プルサーマル計画」をめぐっては、北電の「やらせ」が発覚し、国や道の関与も明らかになりました。しかし、道は、北電第三者委が信頼性を認めた「反対派の主張を打ち消す意見もほしい」などの道の「やらせ」が疑われる内容の多くを否定しました。
　しかし、「賛成工作」が明らかになった以上、「プルサーマル計画」は直ちに白紙撤回すべきです。また、改めて徹底した真相究明を行うとともに、3号機増設時の｢やらせ｣も含め泊原発にかかわるすべてのシンポジウムについての徹底調査を行うべきと考えます。
つきましては、以下の事項について申し入れをいたしますので、誠意をもって対応されますようお願い申し上げます。
＜申し入れ事項＞
１．泊原発１,２号機の再稼動を認めないこと。
２．泊原発３号機の「プルサーマル計画」を直ちに白紙撤回すること。
３．道が否定した｢北電メモ｣が示した｢賛成工作｣を含めた再調査と過去のすべてのシンポジウムや「道民の意見を聴く会」を対象に徹底した真相究明を行い、早期に調査結果を道民に公表すること。
以　　上
